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まちづくりの理念とは、土地利用や都市施設などの整備や配置、居住環境の整備などを進めて
いくうえでの基本的な考え方となるものです。都市計画法には都市計画の基本的な考え方として、
理念が定められています。

基本理念：「農林漁業との調和を図りつつ、健康で文化的な都市生活と、機能的な都市活動を 
　　　　　　  確保するために、適正な制限のもとに土地を合理的に利用する」

また、本町では高森町まちづくり基本条例にまちづくりの基本理念を掲げています。本計画も
まちづくりの基本理念「町民のしあわせの実現」を共通のまちづくり理念とし、都市計画が効果
的かつ体系的なものとするため、目指すべきまちの姿を掲げ、それを達成するために必要な都市
計画の各項目や各地域の計画に反映させ、有機的に関連付けていくこととします。

まちの将来像は計画の一貫性を図る観点から、高森町振興総合計画の基本構想に示されている
将来像と共通の思いを目指します。

第２章　　全体構想

１　まちづくりの理念

２　まちの将来像

将来像：
　　なりたい「あなた」に会えるまち

～日本一のしあわせタウン高森～

＜まちの将来像＞　なりたい「あなた」に会えるまち～日本一のしあわせタウン高森～
高森町振興総合計画の基本構想に示されている将来像は、次のような考え方を表しています。

＜全文を転記＞
高森町は多くの人が「住みやすいまち」と答えます。住んでいる人たちが更なる居心地

の良さを実感できるためには、住みやすい環境の中で自分自身が夢を持って、活き活きと
した日々を送ること。それは「自分のありたい姿が実現できる」ことだと考えます。

人の「しあわせ」のカタチや「価値観」はそれぞれですが、多様な価値観（なりたい自分）
が実現され、一人一人の「しあわせ」が達成されること（自己実現できること）が、人生
や心を豊かにしていく。そんなまちが「しあわせタウン」であると考えます。このコンセ
プトを大事に守りつつ新しい時代の流れを柔軟に取り入れ、より時代に合った住みやすい
まちづくりを目指していきます。

自分の将来設計、家族や地域のことなどについて、「～したい」という主体性を持って
取り組めるまちづくりを行政は目指します。町民自身もその周囲の応援者も、互いを尊重
し支援しながら、生活できる状態をイメージしています。
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本計画が目指すまちの将来像の実現に向けて、都市計画分野における「目指すべきまちづくり
の姿」を定め、その実現に向けたまちづくりを行います。

「未来へつなぐ、自然と人が調和するコンパクトで住みやすい高森」とは、自然環境と人々の
生活が調和し、地域資源を活かしながら持続可能で快適な住みやすいまちを目指す考え方です。

この姿の実現には、「集約型都市構造」「コンパクト・プラス・ネットワーク」が重要な役割を
果たします。

町民が日常生活で必要とする公共施設や商業・医療などの民間施設を含めた各種施設や多様な
サービスを一定の区域に集め、公共交通などでそれらを円滑に結びつけることにより、人口減少
社会においても効率的かつ快適な生活環境が提供され、高齢者や子育て世代をはじめ、全ての世
代が協力し合い、安心して暮らし続けられる地域を育みます。また、行政運営やインフラ整備に
かかるコストを抑え、効率的な行政運営を図ります。そして、地域の自然や歴史、文化などの資
源を保護・活用しながら、環境負荷を最小限に抑えた持続可能なまちづくりを推進します。これ
らの取組を通じて、地域全体が一体となり、自然と人が調和するコンパトで住みやすいまちを未
来へと繋げていきます。

「未来へつなぐ、自然と人が調和するコンパクトで住みやすい高森」の実現するためのまちづ
くりの基本的方針は次のとおりです。

（１）自然と共生する、やさしいまち
町内の様々な地域が成す自然的特徴や、これらを反映した良好な環境や景観を町民共有の財

産として可能な限り損なわないよう、持続可能な暮らしを育むまちづくりを進めます。町から
眺めることが出来る雄大な山々や四季折々の自然景観は、高森らしさを輝かせる大切な要素で
あり、これらを守り次世代につなぐことが私たちの責務です。

こうした景観を守りながら、エネルギー消費の削減や再生可能エネルギーの導入を推進する
ことで、環境に優しい社会の実現を目指し、地球環境とも調和する町へと転換を図り、持続可
能な社会を築いていきます。また、インクルーシブデザイン、ユニバーサルデザインの推進や、
町民生活に必要な都市基盤や公共施設の維持を図りつつ、地域から地球環境まであらゆるレベ
ルの環境への負荷を抑え、自然と共生しつつ快適に暮らし続けることのできるやさしい社会を
目指します。

目指すべきまちの姿
　　～未来へつなぐ、自然と人が調和する

コンパクトで住みやすい高森～
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（２）コンパクトで、誰もが快適に暮らせるまち
人口減少や少子高齢社会などの社会経済情勢の変化を踏まえると、都市機能の拡散や中心商

店街の衰退は商業だけの問題ではなく、都市構造全体の課題として捉える必要があります。国
が示す「コンパクト・プラス・ネットワーク」の概念は、人口減少下でも様々なサービスを効
率的に提供するために、都市機能の集約化と公共交通を活用したネットワーク化を目指すもの
です。

本町においても、都市再生特別措置法に基づく「高森町立地適正化計画」と連携し、都市機
能の集約拠点と郊外の既存集落を結ぶコンパクトで快適な都市構造を構築します。

また、土地の高度利用、低未利用地、空き家・空き店舗の有効活用を進めることで、都市機
能の充実と生活環境の向上を図り、快適な生活空間を提供します。

さらに、結婚、出産、子育て、教育の切れ目のない施策と連携することで、住みたいと思え
るまちづくりに取り組み、誰もが快適に暮らせるまちを実現します。

（３）移動しやすく、利便性の高いまち
公共交通の充実と、歩行者にやさしいインフラの整備を進めることで、誰もが移動しやすく、

生活の利便性を向上させます。交通結節点の機能強化やバス路線の充実、地域公共交通の活性
化を図り、通勤・通学・買い物の利便性を高めます。また、ユニバーサルデザインを取り入れ
た歩行者空間の整備を進め、快適な移動手段を促進します。

さらに、リニア中央新幹線の開通を見据えた道路整備を行い、広域的な交通の強化を図りま
す。飯伊地域の産業振興に寄与し、通勤・通学による自動車交通の混雑緩和や、市街地や学校
周辺での歩行者の安全確保にもつなげます。

主要幹線道路や都市計画道路、生活に密着した道路の整備を進め、土地利用計画と整合した
移動しやすく使いやすい道路体系を充実させます。また、高齢者対応や環境配慮を念頭に、便
利で安心して暮らせるまちづくりを進め、賑わいのある歩行者空間を創出します。

（４）災害に強く、安心が続くまち
大規模災害では、救助や支援が被災地全体に行き渡るまでに時間を要するため、被害の予防

や発災後の迅速かつ効果的な対応が求められます。災害リスクを考慮した土地利用の誘導、都
市基盤の整備、避難体制の構築を進め、ハード・ソフト両面から災害の被害を回避・低減します。

災害に強いまちづくりを進めることで、災害発生後の迅速な都市基盤の機能回復と復興を可
能にし、住民が日常生活を送る上で安心感が持続する環境を整えます。

また、円滑で安全な交通の確保や災害に強い道路網の構築を目的に、周辺市町村で進められ
ている国道バイパス事業に倣い、地域における国道 153 号のあり方検討を進めます。
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（５）行政と町民の連携が深まるまち
地域コミュニティにおける町民同士や行政との協働による活動は、人口減少・少子高齢化が

進む今後において、地域の安全性・快適さの確保及び地域の資源の保全・活用に不可欠なもの
です。町民の自主的・主体的なまちづくり活動を支援する仕組みを確立するとともに、町民と
の協働によるまちづくりを推進します。

また、人口減少により町の財政が縮小し、公共施設など既存ストックの維持・更新費用が増
大することが予想されることから、公共施設のマネジメントや民間の資源・知見を取り入れた
まちづくりも視野に入れます。
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将来人口フレームとは、都市の将来像を見据え、計画的なまちづくりを進めるために設定する
将来の人口規模を示すものです。

このフレームに基づいて市街地の適正な規模や配置を計画し、無秩序な開発を抑制するととも
に、限られた財源のもとで公共施設やインフラの整備・維持管理を効率的に行うことで、将来像
への実現につながることになります。

本計画の将来人口フレームは、「第７次高森町振興総合計画」における将来人口目標に準じ、
令和 27（2045）年の将来人口を 11,150 人と定めます。

なお、今後、「高森町振興総合計画」の目標値が見直し・更新された場合は、本計画もその目
標値に準じることとします。

３　将来人口フレーム

出典：高森町第 7 次振興総合計画（改訂版）

図表 28.　将来展望
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（１）　将来都市構造の基本的な考え方
将来都市構造とは、まちづくりの基本理念や目標を達成するために、現在の土地利用や交通、

自然や文化などの地域資源を踏まえ、目指すべき将来の町の姿を分かりやすく描いたものです。

長野県の飯伊圏域区域マスタープランでは、圏域における本町のあるべき姿と役割を示した将
来都市構造を示しています。飯伊圏域区域マスタープランにおける圏域構造図では、「拠点」、「軸」、

「土地利用構成」に分けて将来の姿の形成を描いています。
「拠点」には圏域拠点、都市拠点、地域拠点の３種類あり、本町では高森町役場・市田駅周辺

を地域拠点として位置づけています。地域拠点とは、圏域拠点や都市拠点ほどの都市機能の集積
を有しないものの、鉄道駅や役所の周辺であり、都市拠点を補完し、主に市町村内の日常生活を
支える生活サービス機能を維持・充実する拠点を示しています。
「軸」は、広域交流軸、地域連携軸の２種類あり、広域交流軸として鉄道ではＪＲ飯田線、リ

ニア中央新幹線が、道路では中央自動車道、三遠南信自動車道及び国道 153 号、地域連携軸と
して国道 151 号や国道 152 号など位置づけています。広域交流軸とは、県外を含む圏域外と圏
域内を結ぶ広域の交通を担う軸です。地域連携軸とは、広域交流軸を補完し、主に圏域内の各市
町村を結ぶ交通を担う軸です。
「土地利用構成」では、町の用途地域を住宅系ゾーンと工業地ゾーン、農業地域をふるさとの

農用地、森林地域を自然と共生するゾーンとして位置づけています。

本計画ではこの広域的観点に即したうえで、町の詳細な将来都市構造を示します。

４　将来都市構造

図　 都市計画区域マスタープラン圏域構造図（飯伊圏域のうち本町を切り取り）
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本町の都市構造は、自然地形や土地の利活用特性に基づく面でまとまった広がりを持つ「土地
利用構成」、人々が集まる場所や生産活動のある特徴的な機能を持つ「拠点」、「土地利用構成」と「拠
点」を人の移動や活動の流れの機能を表す「軸」の骨格によって構成します。
「土地利用構成」では用途地域を都市活力ゾーンとして位置づけ、居住機能や商業、工業など

多様な産業機能、行政や文化・教育など様々な機能を持つ拠点を集約して配置します。その都市
活力ゾーンを取り囲むように広がる農地と農地の中に点在する集落を、農地保全ゾーンとして位
置づけます。また、町の面積の半分を占め、町の自然環境を特徴付け、そして各種拠点の背景と
なる西の山林を森林ゾーンとして位置づけます。

中央自動車道、国道 153 号及びＪＲ飯田線は、南北方向の移動を支える広域交流軸と位置づ
けます。さらにリニア中央新幹線長野駅の開業に伴う現国道の機能向上を加えることにより、広
域交通の拡充が図られます。

町域の東西間を横断し、南北方向の広域交流軸をつなぐ県道及び主要町道を地域交流軸として
位置づけます。都市活力ゾーンや農地保全ゾーン内の集落地をくまなく結ぶことにより、安全で
円滑な地域内交通が形成されます。

（２）　将来都市構造の整備方針

名　称 位置及び整備方針

都市活力
ゾーン

　都市的土地利用を促進する地域であり、用途地域及び一部用途地域の周辺
を都市活力ゾーンとして位置づけます。
●ＪＲ市田駅を中心とする既成市街地では、日常生活に必要な都市機能の
維持と集約を図り、利便性が高いまちづくりを進めます。
●住居系用途地域においては、都市基盤施設整備や空き家解消を進めるこ
とにより、良好な住環境の維持及び形成を図ります。
●また、工業系用途地域、下市田工業団地周辺一帯は工業系開発を集約し、
企業誘致の推進などにより、雇用の確保と産業振興を図ります。

農地保全
ゾーン

　農業振興を主とし、住宅など住民生活が混在する農業振興地域を農地保全
ゾーンとして位置づけます。
●将来にわたり農業振興と優良農地の保全を基本とします。
●日常生活に必要な施設の集約と交通移動の円滑化により、既存集落地や
住宅地における住環境の維持・向上を図ります。
●また、幹線道路沿いなど交通の利便性や安価な地価により宅地化が進む
可能性のある地域については、農業政策との調整を図りつつ土地利用の
方向を明確にした上で、土地利用規制や住民協定などを活用し、適正な
土地利用に導きます。

森林保全
ゾーン

　豊かな自然・生態系を育んでおり、希少動物の生息地にもなっている西側
の森林地域一帯を森林保全ゾーンとして位置づけます。
●治山・治水の公益的機能や町の象徴的な景観を成す機能など、多様な機
能を持つ良好な自然環境の保全と自然環境に配慮した保健休養地の維持
を図ります。

①土地利用構成
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名　称 位置及び整備方針

地域拠点

　ＪＲ市田駅を中心とした市街地から役場や学校など公共施設が
集積する範囲を、地域拠点として位置づけます。
●商業を主として産業振興の場とＪＲ交通結節点、学校や役場、
公園など多様な都市機能の集約と機能向上により、まちの賑
わいの再生を図ります。

地域生活拠点

　ＪＲ下平駅周辺、下市田区国道 153号沿道の大型商業施設が集
積している範囲を地域生活拠点として位置づけます。
●地元住民や町民の日常生活の必要な機能を担うだけでなく、
町外からの来訪者も多いことから、広域的な賑わい機能を持
つ拠点となります。
●ＪＲ下平駅周辺は、商業機能やホタルの生息地があることに
加え、新たなスポーツ施設の整備により、複合した賑わいを
生むことが期待されます。商業機能をはじめとした多様な都
市機能の拡充と集約を図ります。
●下市田区の国道 153号沿道は、飯田市へのアクセスの良さの
利点から、大小様々な商業施設が集積しています。幹線道路
沿いであり、（仮称）リニア中央新幹線長野県駅の開業を見越
して開発意欲の高まる場所であることから、適正な開発を誘
導します。

産業振興拠点

　本町の産業を支える工業団地や大規模工場を産業振興拠点とし
て位置づけます。
●広域交流軸とのアクセスの利便性を活かし、工場、物流、販
売など多様な産業が集積する拠点の整備・充実を進め、地域
経済の振興を図ります。
●産業地の集約化により、住宅地などの生活空間との分離を進
めることで、住環境の向上を図ります。

交流拠点

　不動滝、山吹ほたるパーク、公共温泉施設など自然環境や立地
条件の利点を活かして賑わいと交流を生み出す場所を交流拠点と
して位置づけます。
●多様なレクリエーション、自然体験機能など充実させ、保健
機能や集客機能の向上と産業振興を図ります。
●また、新たな交流拠点として天竜川高森かわまちづくりエリ
アを加え、交流拠点間の周遊機能を拡充します。

地域コミュニティ
拠点

　地区住民の交流の中心となる町内７つの区の集会施設周辺を地
域コミュニティ拠点として位置づけます。
●日常生活に必要な各種機能の維持と集約により、地域コミュ
ニティの維持と生活環境の向上を図ります。

②拠点
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名　称 位置及び整備方針

広域交流軸

　全国の都市間、県内全域の主要な交通ネットワークである中央自動
車道、国道 153号、ＪＲ飯田線を広域交流軸として位置づけます。
●国道 153号は、町民の生活や産業を支える主要な軸であり、（仮称）
リニア中央新幹線長野県駅及び座光寺スマートインターチェンジ
までのアクセス交通機能の強化を図り、将来交通に対応します。

地域交流軸

　地域間や多様な拠点を結び、住民生活と密接な関係を持つ道路を地
域交流軸として位置づけます。
●これらの道路は、町の上段、中段、下段にバランス良く配置され
ています。円滑な東西間移動の確保と、歩行者にとっても安心・
安全を確保し、快適さの向上を図ります。

水の環境軸

　天竜川をはじめとして、市街地や農地を横断する中小河川を水の環
境軸として位置づけます。
●水辺の自然環境を保全しつつ、憩い・交流・健康づくりの場とし
て活用します。
●また、緑の環境軸との融合により、町の景観をより美しく魅力的
にします。
●防災面での機能強化を図り、安心・安全な水辺環境を構築します。

緑の環境軸
　上段の山々から下段の天竜川にかけて階段状の特徴的な地形と緑映
える景観を形成する段丘林を緑の環境軸として位置づけます。
●自然災害の防止と段丘林の適正な維持・管理に努めます。

③軸



拠点

地域コミュニティ拠点

交流拠点地域拠点

地域生活拠点

産業振興拠点

都市活力ゾーン

農地保全ゾーン

森林保全ゾーン

軸

広域交流軸

地域交流軸

水の環境軸

緑の環境軸

土地利用構成

凡例
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図表 29.　将来都市構造
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【基本的な考え方】
町土は、現在及び将来における住民のための限られた資産であるとともに、地域の発展や豊か

な住民生活及び生産など社会共通の基盤となるものです。
したがって土地は私有財産ですが、一方では公共的意味合いの強い資産と言えます。その認識

に基づき、本町が人・文化・自然といった町の宝、つまり今、町にある資源を活かし、時代に合っ
た形に変化させながら次世代に継承していかなければなりません。

恵まれた自然環境の保全を図りながら、地域の自然的、社会的、経済的及び文化的諸条件に配
慮して、健康で文化的な生活環境の確保と自然的・都市的土地利用の均衡のとれた秩序ある利用
を進めます。

用途地域は、将来の人口規模を踏まえつつ既存の都市基盤の整備・維持・管理に加え、用途地
域の見直しなど土地利用規制の活用により、密度が高くコンパクトな市街地の形成を目指します。

用途地域の指定のない地域（以下「白地地域」）は、用途地域と比較して法的規制の緩い区域
であることから、道路整備や大規模開発がきっかけとなり、周辺土地利用の方向性が大きく変わ
る可能性があります。
「高森町土地利用計画」は、リニア中央新幹線の開業が予定され、本町もその効果を活かし発

展することが期待されている一方で、守るべき農地を明確にして乱開発を防止しつつ開発需要へ
の対応を目的として、平成 27（2015）年度に住民参画のもと策定されました。白地地域の土地
利用方針は、「高森町土地利用計画」を基本とし、適正かつ計画的な土地利用を図ります。

【具体的施策】
（１）用途地域の土地利用

用途地域とは、市街地を計画的に発展させ住みやすい環境を守るために、建てられる建物の
種類や使い方を決める地域地区制度であり、町には市田駅を中心とした市街地や工業団地など
に都市計画決定されています。
①住居系用途地域

無秩序な都市の拡散を防ぎコンパクトなまちづくりを進めるため、地域バランスを考慮し、
可能な限り用途地域内に居住を誘導します。周辺の自然環境や田園風景に配慮しつつ、都市基
盤施設の整備とともに秩序ある土地利用を進め、良好な居住環境を持つ農村型住宅地の形成を
目指します。

また、市街地の空き地や空き家、空き店舗など低未利用地については、居住の誘導と土地の
効率的な活用を進めることで、住宅地の確保とコンパクトな市街地形成を図ります。

②商業地域
商業地域では、街路事業と併せて魅力的なまちなみを形成し、商業機能と併せて居住機能や

住環境の向上を積極的に取り入れることで、町民の利便性と快適性を高めます。高齢者が歩い
て買い物ができる範囲に便利な商業機能を配置するなど、生活圏の整備を進めます。また、駅
前整備を進めることで、交通利便性の向上とともに商業活動の活性化や賑わいの創出を促進し

第３章　　分野別整備構想

１　土地利用の方針
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ます。さらに、既存の商業施設の機能の維持・向上を図り、地域の経済を支えるとともに、住
みやすい環境を提供します。

③工業系用途地域
第一工業団地や下市田工業団地などの既存工業集積地では、周辺道路の整備や企業用地内の

緑化推進など環境対策をさらに強化し、持続可能な産業基盤の形成を図ります。加えて、交通
拠点施設との連携を強化し、物流効率の向上や生産活動基盤の拡充を進めることで、企業の競
争力を高め、地域経済の活性化を図ります。

また、下市田第２次開発地については、工業系用途地域への指定を検討し、計画的な土地利
用の推進と周辺環境整備の向上を図ります。さらに主要幹線道路や鉄道などの交通インフラの
利便性を最大限に活かし、企業誘致を積極的に推進します。特に、地域の特性に適した産業の
集積を進めることで、新たな雇用創出や地元経済への波及効果の向上を図ります。

（２）白地地域における高森町土地利用計画の推進
白地地域とは、都市計画による制限や規制が明確に設けられていない地域で、基本的にどの

ような用途の建物も建てやすいことが特徴です。
農業施策や森林整備計画など個別土地利用計画との調整を図り、総合的かつ機能的な土地利

用を推進します。
また、農地など自然的土地利用からの都市的土地利用への転換については、地域の活性化に

つながり、かつ、周辺環境と調和する土地利用に限定することとします。用途地域、特定用途
制限地域、建築協定など適正な土地の利用を誘導する様々な手法を活用し、地域住民が望む土
地利用へ計画的に進めていきます。

主な地区 設定理由

上市田・
牛牧地区

　飯田市に近接し、広域農道沿線を中心にすでに宅地化が進行している
状況です。まとまった優良農地、河岸段丘は保全しつつ、それら以外の
地区をリニアの開発の影響なども考慮し、宅地予備群として設定します。

下市田地区

　国道沿線、学校付近、用途地域など宅地化が進行している地区です。ワー
クショップの意見も踏まえ、特に下市田駅周辺の農地、集落地は、定住
移住の促進のため、将来的には用途地域の指定・協定を視野に入れた住
宅地・市街地化を図ります。

山吹地区
　自然・景観に優れ優良農地が見られる集落地や農地が広く分布してい
ます。一方、下平駅周辺はすでに新築動向が見られます。高森北小学校
の児童減少対策なども考慮し、高森北小学校周辺の宅地化を図ります。

①宅地化ゾーン
リニアの開発などの影響や、地方創生総合戦略に配慮し、農地・歴史文化の保全を図りつ

つ住宅などの宅地化予備群として位置づけするゾーンとして設定します 。

図表 30.　高森町土地利用計画
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主な地区 設定理由

おもてなしと
暮らし型の
沿道

　広域農道沿線は、優良農地と宅地化が進んでいる区間があります。今
後は、宅地化しながら町全体のまちづくりを図り、南北の「町の交流軸」
を形成することが将来的にも重要です。また、来訪者を迎え入れ、おも
てなしできる仕掛けが必要とのご意見を踏まえ、広域農道沿道を来訪者
が交流できるおもてなしと町民の住宅暮らし形成のための沿道とします

景観保全型の
沿道

　上段道路の沿道は自然・景観に優れていますので、周辺を含めた景観
を保全する沿道とします。

商業 ･業務
サービス型の
沿道

　国道 153号は、リニア中央新幹線長野県駅へのアクセス道として、開
発の影響を受けることが予想されることから乱開発の防止、景観の維持
向上が必要です。町を代表する幹線道路として、商業や業務サービス型
が充実される沿道とします。

②沿道土地利用規制ゾーン
主な幹線道路の現状の土地利用や建物形態、景観などを保全し、または将来まちづくりを

実現していくために、主要幹線道路の土地利用を設定します。

主な地区 設定理由

山吹地区下平駅
･国道 153号
の周辺

　下平駅周辺、国道 153号沿道は、商業、業務、サービス系の施設が多
く分布し、すでに商業ゾーンを形成しており、また新築動向も見られます。
将来、天竜川架橋（新万年橋）の建設計画もあることから、下平駅周辺、
国道 153号沿道は活性化し、発展、成長していくよう「商業地ゾーン」
に設定します。

主な地区 設定理由

山吹地区下平駅
･国道 153号
の周辺

　下平駅周辺、国道 153号沿道は、商業、業務、サービス系の施設が多
く分布し、すでに商業ゾーンを形成しており、また新築動向も見られます。
将来、天竜川架橋（新万年橋）の建設計画もあることから、下平駅周辺、
国道 153号沿道は活性化し、発展、成長していくよう「商業地ゾーン」
に設定します。

③商業地ゾーン
用途地域外で新橋梁や道路などの整備などにより、商業地の発展成長が期待でき、まちづ

くりの観点からも必要と考えられるため、商業地土地利用として設定します。

主な地区 設定理由

下市田
天竜川河川敷

　天竜川河川敷にある工業団地周辺は、優良農地であり保全・開発の両
論でありました。リニアの開発の影響などにもよる、当地への工業誘致
や進出の期待、可能性を踏まえ、産業の確保というまちづくりの観点か
ら堤防沿いに限定する範囲に「工業地ゾーン」を設定します。

④工業地ゾーン
用途地域外で、リニアの開発の影響効果などにより、当地への企業進出や誘致の期待、可

能性から、工業地土地利用として設定します。
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主な地区 設定理由

下市田地区 ・角田原　　・天竜川河川敷

吉田地区 ・県道から広域農道　　・町道中央線西（城岸）　　・天竜川河川敷

出原地区 ・県道から広域農道　　・千早原

山吹地区 ・田沢川南の県道から広域農道　　・竜口　　・新田原　　・増野

⑤優良農地保全ゾーン
現在優良農地（第 1 種農業振興地域）として保全され、今後農地を集約し農業規模の拡

大などが期待できる農地を、農業地土地利用として設定します。
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（３）開発・誘導・保全の段階的土地利用ゾーンの設定
土地利用には、これから先も維持・保全していかなければならない自然的土地利用と、一方で

は持続可能な都市を保ちつつ、より豊かな生活空間をつくるために都市の成長に対応していかな
ければならない都市的土地利用に分けることができます。

そのため、土地を自然環境の保全から都市的開発までを４つの段階に区分けし、メリハリのあ
る適正な土地利用への誘導により、秩序あるバランスの取れた都市の形成を図ります。

また、現状では農地などの自然的土地利用が主な用途ですが、今後、宅地需要の高まりが想定
される地域などを「計画的に誘導する地区」として明確に示し、開発需要への対応を集約します。

①自然を守るゾーン（保全・維持）
現状の自然環境を規模・質ともに保全・維持します。このゾーンは、長年住民に親しまれて

きた空間であり、そのまま次世代に引き継いでいくことが重要です。そのため、自然環境を活
かした既存施設を維持しつつ、原則新たな開発は行いません。

②自然を活かすゾーン（保全的活用）
現状の自然価値を守りながら生活環境とのバランスを取りつつ、多様な交流活動の場の提供

と農業振興基盤の確立のため、その恩恵を活用した保全的活用を図ります。都市的土地利用は、
生活道路や公園など集落の生活環境の向上のための都市基盤整備を想定します。

図表 31.　土地利用ゾーニング（高森町土地利用計画）
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高森町土地利用計画ゾーニング

開発・誘導・保全の
段階的土地利用ゾーン

第１種農業振興地域
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③緩やかに発展させるゾーン（計画的誘導）
将来都市構造の地域生活拠点に該当し、白地地域ではあるものの既に市街化が進行しており、

さらにリニア中央新幹線の開通により今後土地利用に大きな変化が想定される地域です。周辺
自然環境や住環境、さらには農地との調和を図るなかで、計画的な発展を促します。用途地域
や特定用途制限地域の指定などにより、無秩序な市街化への抑制と計画的に宅地の集積を図り
ます。

④まちを育てるゾーン（都市的活用）
将来都市構造の地域拠点に該当し、既に都市的活用の高いゾーンです。空き家や空き店舗、

遊休地の有効活用を進めるとともに、都市基盤の整備・維持・管理を重点的に行い、計画的な
誘導と供給を図ります。

また、コンパクト・プラス・ネットワークの推進による既成市街地の更新と維持を基本とし、
適正な都市的土地利用の形成を促進します。さらに、都市機能の充実と既存インフラの更新・
維持を進め、さらに交通ネットワークの強化により、まとまりがあり密度の高い市街地の発展
を目指します。

⑤計画的に誘導する地区
高森町土地利用計画において「宅地化ゾーン」として位置づけられている地域が該当します。

まとまった優良農地は保全を基本とし、土地利用や建築、景観に関する法的規制や住民協定な
どを導入したうえで、地域の存続と地域コミュニケーションの維持及び地域の振興につながる
一定の宅地化は許容します。

図表 32.　開発・誘導・保全の段階的土地利用ゾーンと高森町土地利用計画の関連性



自然を守るゾーン
（保全）
自然を活かすゾーン
（保全的活用）
緩やかに発展させるゾーン
（計画的誘導）
まちを育てるゾーン
（都市的活用）

計画的に誘導する地区 行政区域

中央自動車道

主要な道路

凡　例
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図表 33.　開発・誘導・保全の段階的土地利用ゾーン
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【基本的な考え方】
「市街地」とは、住宅や商業施設、公共施設などがまとまって立地し、人々の暮らしや活動の

中心となっている区域を指します。本町においては、日常生活に必要な機能が集積し、道路や上
下水道などのインフラ整備も進んでいる用途地域をはじめ、各地区の集落地がこれに該当します。
その中でも古くからの集落では、人口減少や建物の老朽化に伴う空き家の増加により、都市の密
度が低下する「都市のスポンジ化」につながることが懸念されます。

市街地整備とは、こうした市街地の現状を踏まえ、暮らしの安全や快適さを保ちながら、地域
の魅力と機能を維持・向上させていくために必要な取組です。都市の成長を適切に管理し、住民
の生活環境を向上させるうえで重要な役割を果たすものであり、土地利用を適切に誘導し、交通
網やインフラを計画的に整備・管理することで、効率的で快適な都市空間の実現を目指します。

しかし町の財政状況を踏まえると、新たな整備に伴う大きな負担を避け、既存資源の有効活用
を図ることが求められています。そのため、維持・管理を基本としながら、既存の都市機能の集
約と活用を進め、良好な居住環境と都市機能が集約されたコンパクトなまちづくりを推進します。

さらに、市街化が進んでいる地域や、今後開発が見込まれる地域に対しては、特定用途制限地
域や地区計画、建築協定、景観協定などを積極的に活用し、土地利用や建物用途の適正な誘導を
行うことで、良好な市街地の形成と町民の生活の質の向上を図ります。

あわせて、防災面での安全性を確保するとともに、交通ネットワークの整備を通じて人と地域
をつなぎ、活気ある市街地の形成を促進します。地震による被害を最小限に抑えるため、住宅な
どの耐震化を積極的に進め、地域全体の防災力を高めていきます。

【具体的施策】
（１）都市基盤整備の推進

良好な居住環境と都市機能の集約によるコンパクトな市街地形成を目指し、道路や公園の計
画的な整備、維持・管理を進めます。整備にあたっては、高齢者や障がい者にも配慮したイン
クルーシブデザイン、ユニバーサルデザインの活用や都市防災機能の強化を積極的に推進しま
す。

（２）定住人口増進の推進
既成市街地において、若年層から高齢者まで多様な世代が安心して住むことができるよう、

民間活力及び公共事業によって良質な住宅地や賃貸住宅の供給を検討します。

（３）若年層の定住化推進
若年層の持家取得に対する支援の検討や公営住宅の再整備により、定住化を図ります。また、

地域バランスに配慮し、各地区の利点を活かした施策を展開し、地域ごとの人口動向にも目を
配りながら、町全体の魅力向上を目指します。

（４）居住機能の充実
公共交通機能や商業機能、インフラ機能など、高齢社会に対応できる機能を兼ね備えている

市街地の居住機能を一層充実させることにより、まちなかの定住人口の維持・増加を図ります。

２　市街地整備
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（５）住宅の耐震化の促進
住宅における耐震診断の普及や耐震改修への支援、加えて住宅の耐震化の重要性について町

民への情報提供など啓発活動を通じて、地域全体の耐震化への取組を促進します。

（６）空き家などの適切な利用への推進
市街地に見られる空き家・空き店舗、低未利用地について、空き家バンクの推進や公共駐車

場、都市機能施設への転換、各種制度の活用による集約化などにより、適正な利用への誘導と
密度の高いまちづくりを進めます。

（７）駅前の一体的整備の推進
ＪＲ市田駅は、駅前広場や周辺道路との一体的な整備を推進し、町の玄関口としての機能を

強化します。また、ＪＲ下平駅、山吹駅、下市田駅についても、交通結節点としての機能の向
上と地域の賑わいを創出します。

（８）工業団地の拡充
新規企業の誘致及び居住地域からの移転企業に必要な用地については、工業団地の増設など

により確保します。併せて工業団地へのアクセス機能の強化を図ります。

（９）工業地と居住空間との調和
工業機能の適正配置により、居住環境の向上を図ります。
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【具体的施策】
１）将来交通量への対応と広域交通網の強化

円滑で安全な交通の確保や災害に強い道路網の構築など、将来の交通需要に対応するため、
現国道機能の向上、または国道 153 号のあり方検討などにより、広域交通網を強化します。

２）都市計画道路の見直しと計画的な整備
将来の交通需要ならびに人口規模などを考慮しつつ、都市計画道路を見直したうえで、計画

的に整備を進めます。

３）防災への配慮
災害時に迅速な避難・救援活動が行えるよう、道路網の検討や緊急輸送道路を始めとした道

路の防災機能を強化し、町民の安全を守ります。

４）交通安全施設の整備
交通事故の発生を防ぐため、交差点や学校周辺などの交通安全施設を整備します。信号機や

標識の設置、歩道の設置や拡幅、視認性の向上などを進め、交通事故減少の施策を実施します。

５）駅周辺の一体的な整備
駅周辺地区は、駅前広場やトイレ、駐車場やバス停などの施設や街並み景観の整備を一体的

に進め、交通結節点としての機能の向上、公共交通の利用促進及び地域活性化に寄与します。

（１）交通・道路
【基本的な考え方】

道路交通体系は、地域間のアクセス向上や経済的な連携を促進し、自動車での移動がより便利
で効率的に行えるよう、広域的交通ネットワークの強化を図ります。

また、町の主要な道路は、道路の役割・機能に基づき、住民の利便性の向上や地域間移動の円
滑化など町全体における優先度を明らかにしたうえで必要な整備を行います。

都市計画道路は、２路線 4.7㎞が昭和 54（1979）年に計画決定されていますが、いずれも長
期間未着手のままとなっています。これにより、計画区域内では一定の建築制限が課されていま
す。このような状況を踏まえ、都市計画道路の見直しを含め、町の発展に即した道路網整備を進
めていきます。

特に、市街地地形は起伏が多く、電動自転車やシニアカーなど多様な移動手段にも配慮した道
路整備を行い、すべての世代が安心して移動できる環境を整えます。また、地域の自然や景観を
保全し、沿道環境との調和を図りながら住民生活の質の向上を図ります。

さらに、公共交通については、鉄道やバスなどの多様な交通手段の充実とともに、公共交通の
利便性向上に向けた施策を進め、高齢社会にも対応した公共交通システムの構築や新技術の導入
を促進し、住民が快適に移動できる環境を整備します。

３　都市施設
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幹線区分 上段：主な機能・役割　／　下段：該当路線

主要幹線道路

主に広域圏の骨格を形成し、高速自動車国道を補完しながら、南北の市
町村を結ぶ重要な道路です。交通需要の拡大への対応に加え、災害時の
緊急輸送路としての役割や、リニア中央新幹線長野駅への円滑なアクセ
ス機能も担っています。

国道 153号（（都）下平下市田線）

幹線道路

主に町の骨格を形成し、主要幹線道路を補完するとともに、主要な施設
へのアクセス機能も果たします。

（主）飯島飯田線、（一）市ノ沢山吹停車場線、（一）市田停車場上市田線、（一）
市田停車場線、伊那南部広域農道（（町）112号線）、（町）Ⅰ－１号線（や
すらぎ荘前交差点～松川町境）、（町）Ⅰ－６号線

補助幹線道路

主に地域の骨格を形成し、他の幹線道路を補完するとともに、生活に身
近な道路として、町民が自動車や徒歩で必要な施設へ便利にアクセスで
きる役割を果たします。

（一）山吹停車場線、（町）Ⅰ－１号線（飯田市境～やすらぎ荘前交差点）、
（町）Ⅰ－２号線、（町）Ⅰ－３号線、（町）Ⅰ－４号線、（町）Ⅰ－５号線、…
（町）Ⅰ－７号線、（町）Ⅰ－９号線、（町）Ⅱ－ 67号線、（町）110号線、…
（都）出砂原線（（町）111 号線）、（町）7290 号線（飯田市境～（一）
市田停車場線ラウンドアバウト）

６）公共交通の利便性の向上
鉄道やバスなどの公共交通について、高齢社会に対応したバス路線の新設や乗り継ぎの効率

化を進めるなど交通手段の充実を図り、利便性の向上に取り組みます。

７）沿道整備
住民の生活環境を向上させるため、沿道の整備を進めます。自然環境や地域の特性を活かし

つつ、歩道や自転車道の整備、公共空間の充実を図り、住民が快適に暮らせる環境を提供します。

８）骨格道路の整備方針
町の骨格を形成する主な道路について機能分類を明確にし、それに沿った機能向上を推進し

ます。

※（主）主要地方道、（一）一般県道、（町）町道、（都）都市計画道路
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図表 34.　道路機能分類図
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（２）公園・緑地
【基本的な考え方】

公園・緑地は、都市空間において町民の憩いやふれあい、休息の場を提供し、町民の健康と福
祉を促します。また、遊び、スポーツなど様々な交流を生む場となり、生活の質を向上させるた
めに重要な役割を果たします。さらに、災害時の避難場所としての機能をはじめ、温室効果ガス
の吸着やヒートアイランド現象の緩和など、気候変動への対応にも貢献します。

町には８箇所の都市公園が配置されており、すべての公園は開設済みで、条例に基づく一人当
たりの標準面積も満たしています。近年における公園整備の注力により町民の満足度は高まって
おり、今後は、維持・管理を適正に行うことが必要です。

こうした取組を計画的に進めるため、緑の基本計画やグリーンインフラ推進計画の策定と推進
を視野に入れ、森林や段丘林・河川などの豊かな自然環境の保全・活用を積極的に進めるととも
に、町民が楽しめる憩いの場としての公園・緑地の確保と街路樹や遊歩道の整備による水と緑の
ネットワークの形成を図ります。

【具体的施策】
１）広域的な公園の機能充実

丸山公園、天白公園、山吹ほたるパークなど、町民はもとより町外から訪れる人々が多い公
園については、憩いと交流の場としての魅力を高め、町を代表する拠点として充実を図ります。

２）既存公園の計画的な維持・管理
公園施設の長寿命化を図りつつ、計画的な維持・管理を推進します。施設の老朽化に迅速に

対応することで、常に安全で快適な公園環境を提供します。
また、町民や地域団体と連携した美化活動や環境教育を推進し、地域ぐるみで公園の魅力の

維持・向上を図ります。

３）市街地における緑化の保全と調和
貴重な段丘林や緑地を地域資源として位置づけ、積極的に保全・活用を図ります。また、緑

の連続性を確保し、都市景観の向上と生態系の保護を両立させます。

４）公共施設・道路沿いの緑化強化
公園や学校、公共施設の敷地内の緑地を計画的に整備・管理し、季節感や潤いのある市街地

空間を創出します。

５）河川の水辺の活用
町内を流れる河川や水路について、防災対策を考慮しつつ、親水性と生物多様性などに配慮

した水辺づくりを町民参加により進めます。特に、天竜川の水辺を活用した新たな賑わいの創
出に向けて、「防災」と「賑わい」の両面から、天竜川高森かわまちづくりを推進します。

６）水と緑の遊歩道の形成
竜神大橋の供用に伴い、竜東地域との行き来がスムーズになることを契機に、豊丘村の豊丘

マルシェまでのサイクリングロード及び遊歩道を検討します。これにより、サイクリングや
ウォーキングを楽しむ人々の安全で快適な利用が可能となり、健康増進や地域間の交流促進を
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図ります。
さらに、天竜川など自然景観を活かした整備により、観光資源としての価値を高めるととも

に、地域経済の活性化に寄与します。

図表 35.　水と緑のネットワーク
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（３）上下水道
【基本的な考え方】

上水道の整備は清潔で安全な飲料水を安定的に供給することを目的としています。住民の健康
を守り、生活環境を向上させ、災害時の水源確保にも寄与する重要な社会基盤となる安全で安定
した良質な水の供給に努めます。

また、公共下水道の整備の目的は、生活排水や雨水を効率的に処理し、生活環境の向上と公共
衛生の確保を図ることにあります。また、河川や海などの水質保全を通じて自然環境を守り、快
適で持続可能な地域づくりに貢献します。さらに、集中豪雨時の浸水被害を軽減し、安全で安心
なまちづくりを支える重要な社会基盤としての役割を果たすものです。

本町では、平成７年（1995 年）から事業に着手し、平成 12 年から供用開始しています。効
率的で効果的な下水道事業を行うため、令和５（2023）年 12 月にすべての農業集落排水施設
区域を公共下水道区域へ編入するよう都市計画を変更し、令和 11 年（2029 年）までに事業完
了するよう進めています。

町民の快適な暮らしを確保し、町及び下流域を含めた水環境の保全のため、下水道の整備促進
を図るとともに、循環型まちづくりへの対応、需要や利用者層に応じた公共施設の適正な配置と
維持・管理により、生活環境の向上や生活支援の向上を目指します。

【具体的施策】
（１）安全で安定した良質な水の供給

水を安定的に供給できるよう水源の確保、供給量の確保に努めます。また、施設の耐用年数
を考慮し、計画的な上水道施設の更新整備を進めます。さらに、水源地の確保や水質検査を適
切に実施し、水質管理の強化に努めます。

（２）計画的で効率的な下水道整備の推進
公共下水道事業認可区域の整備を推進するとともに、土地利用計画と処理計画区域との整合

を図りつつ、より効率的な整備を進めます。また、公共下水道の供用が開始されている区域に
ついては、下水道への接続を促進します。

（３）適正な維持管理の推進
公共施設等総合管理計画に基づき、老朽化した公共施設の更新に係る費用を軽減・平準化と

ともに、公共施設の総合的な管理を推進します。
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【基本的な考え方】
景観は、地域の特色を形成し、住民の生活の質を向上させる重要な要素です。都市の成長とと

もに開発が進む中で、景観の保全と育成の重要性はますます高まっています。特に、自然環境や
歴史的な背景が豊かな本町では、景観の持続的な育成を意識的に行うことが今後のまちづくりに
おいて不可欠です。

そのため、町の個性を活かし、魅力的で快適な生活環境を形成するために、都市景観の保全・
育成を積極的に推進します。
「高森町景観計画」に示された景観育成に向けた理念である「自然と暮らしが調和し、美しい

景観のまちづくり」に沿って、自然環境、歴史文化、田園風景など、町を特徴づける多様な景観
資源を大切にしながら、持続可能なまちづくりを目指します。

土地利用や景観特性に基づき町をいくつかに区分け、それぞれの地域区分に応じたきめ細かい
景観保全・育成の方針を定めます。地域区分ごとの特性に応じた景観の維持・向上を図り、町全
体の魅力を高めるとともに、住民が誇りを持てる美しい景観の創出を目指します。さらに、町民
や事業者と連携し、景観育成に対する意識の向上や活動の支援を行うことで、地域ぐるみの景観
まちづくりを推進します。

また、リニア中央新幹線の開業を見据え、特に主要道路沿道において大型施設の開発が見込ま
れることから、町独自のきめ細かな屋外広告物に関する誘導が求められています。そのため、屋
外広告物の規制や指針を定めるための施策を講じます。

（１）自然景観の保全と育成
山々や天竜川が織りなす豊かな自然環境を守り、活用し、共生・調和する景観づくりを進め

ます。段丘地形や森林、里山が育む緑の風景を大切に保全し、四季折々の魅力を楽しめるよう
努めます。また、中央アルプスと南アルプスに囲まれた眺望を守り、町内外からの景観を意識
したまちづくりを推進します。観光資源としての価値を高めるとともに、自然と共に生きる暮
らしを未来へつなぎます。

（２） 歴史文化の継承
歴史的・文化的財産は、町の魅力や個性を形成する重要な要素です。町に根付く遺跡や古道、

神社仏閣、伝統行事、昔話など、先人たちの築いた歴史や文化を守り、次世代へと確実に引き
継ぎます。

地域住民と共に保全活動を進め、観光振興にも活かしながら、歴史と文化の息づく景観を守
り育てます。

（３）農業の振興と田園景観の保全 
果樹園や水田、棚田、段々畑が織り成す風景は、地域の原風景として重要であり、四季を通

じて訪れる人を魅了します。市田柿をはじめとする果樹や農産物の生産を支える農業を活性化
し、田園風景を守ります。農業振興と景観保全を両立させるため、農業体験や新規就農支援な
どに取り組み、活力ある地域づくりを進めます。

４　景観育成
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（４）おもてなしと暮らしのまちづくり 
生活環境の向上や経済活動の支援を図り、来訪者を温かく迎え入れる交流のまちづくりを目

指し、国道 153 号や伊那南部広域農道などの主要道路を軸に、沿道の風景や眺望を守りつつ、
賑わいと憩いのある景観づくりを進めます。風景や町並みの魅力を活かし、住む人も訪れる人
も心地よいまちを創出します。

地域分類 上段：地域の範囲／下段：具体的施策

住居地域

用途地域のうち、住居系用途地域

◇ 隣地や地域で協調した良好な住環境の形成
◇ 空き家、老朽家屋の対応
◇ 建築物のデザインや色彩と山並みや周辺環境との調和
◇ 安全・快適な生活道路空間の創出、沿道緑化や生垣など敷地内緑化の推進

商工業地域

用途地域のうち、商業地域、工業系用途地域、高森町土地利用計画による工業・
商業ゾーン

◇ 建築物の形態や色彩など質の高いデザインの誘導による商業地、工業地景
観の育成
◇ 住宅、商業、工業等の共存・調和（周辺の住宅地、河川等に配慮した景観育成）
◇ 中高層建築物の適正な立地誘導・景観的配慮
◇ 建築物等の位置や高さなど、ゆとりある空間形成への配慮
◇ 沿道緑化や生垣など敷地内緑化の推進
◇ 屋外広告物・看板等の制限・誘導、景観を阻害しているものの整理

沿道地域

伊那南部広域農道（重点地域）、国道 153号、上段横断道路の沿道

◇ 沿道緑化など四季の彩りやうるおいのある道づくり
◇ 沿線の優良農地や山並みの眺望区間の保全、開発の抑制
◇ 住民の生活利便と来訪者をおもてなしできる拠点づくり
◇ 屋外広告物・看板等の制限・誘導、景観を阻害しているものの整理

田園居住地域

農業振興地域のうち、「山地・高原地域」「段丘林地域」及び用途地域を除く
地域

◇ 南アルプス等遠景の山々を眺望できる景観の保全
◇ 優良農地の保全
◇ 周囲の山並み ･農地と集落の景観が調和する建築物の意匠や色彩等の誘導
◇ 生垣など敷地内緑化や沿道緑化の推進
◇ 屋外広告物・看板等の制限・誘導、景観を阻害しているものの整理

【具体的施策】
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地域分類 上段：地域の範囲／下段：具体的施策

段丘林地域

中央自動車道より下段に位置する高森町土地利用計画における森林地域（重
点地域）

◇ 特徴的な町の地形を魅せる緑の景観保全・育成
◇ 地域や所有者と連携した、森林の適正な維持・管理
◇ 竹林や針葉樹林から広葉樹林へ一部転換を推進した混合林の育成

山地・
高原地域

中央自動車道より上段に位置する高森町土地利用計画における森林地域

◇ 町内外から魅せる緑の景観保全・育成
◇ 地域や所有者と連携した、里山の適正な維持・管理
◇ 竹林や針葉樹林から広葉樹林へ一部転換を推進した混合林の育成



58

第３章　分野別整備構想

【基本的な考え方】
近年、地震、台風、豪雨などの自然災害が全国各地で頻発しており、水害や土砂災害の被害規

模も年々拡大しています。特に市街地では、密集した人口や建物、交通インフラの影響で、災害
時の被害が拡大するリスクの高まりと、多様な都市機能や経済活動が集中しているため、災害時
にこれらの機能を維持し、迅速に復旧させることが求められています。

本町は、東海地震に係る地震防災対策強化地域及び南海トラフ地震防災対策推進地域に指定さ
れており、これらのリスクに対応した防災対策が求められています。

さらに、大雨による河川の増水や浸水、土砂災害などの危険性が高まっており、気象庁や長野
県が発表する土砂災害警戒情報などを的確に把握し、災害の危険性が高まった際には速やかに避
難指示を発令して住民の安全を確保することが重要です。また、平常時から指定避難所の整備や
避難経路の確保を進めておくことも欠かせません。

このような現状を踏まえ、本町では施策の一環としてハザードマップを作成し、各種災害の危
険性を町民に広く周知するほか、特定建築物の耐震化率が 100％に達成するなど、具体的な取
組を進めています。

都市防災の目的は、災害の発生を完全に防ぐことではなく、被害を最小限に抑え、災害後に速
やかに社会活動を再開できるようにすることです。そのためには、災害に強い基盤整備とともに、
町民の防災意識の向上、緊急時の迅速な対応体制の整備が不可欠です。

町民の生命と財産を守り、安全で快適な日常生活を確保するため、災害に備えた総合的な防災
体制の確立に努め、災害に強いまちづくりを進めます。都市防災に関わる具体的な施策を進める
にあたっては、「高森町地域防災計画」や「高森町国土強靭化地域計画」などの防災計画に沿って、
総合的かつ計画的な展開を図ります。

【具体的施策】
（１）都市防災機能の強化

指定緊急輸送道路となっている道路や、延焼遮断帯の機能を有する道路の整備を進めます。
さらに、災害に強い市街地形成を目指し、防災機能を備えたオープンスペースの確保のため、
道路や公園などを計画的に整備します。

（２）土地利用の規制誘導
災害リスクの低減を図るため、土地利用の適正化を推進します。災害危険区域における新た

な開発を抑制するとともに、安全な地域への誘導を促進します。また、ハザードマップを活用
し、災害リスクの高い地域での建築や土地利用に関する指導・助言を強化し、被害の未然防止
に努めます。

（３）既存建物の安全対策
既存建物の耐震化・不燃化を促進し、地震や火災に強い市街地の形成を図ります。耐震診断

の実施や改修工事への助成制度を充実させ、特に住宅における安全確保を推進します。さらに、
老朽化した危険建築物の除却を支援し、住民の生命と財産を守る安全なまちづくりを進めます。

５　都市防災
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（４）自然災害対策
水害や土砂災害などの自然災害への備えを強化します。河川や急傾斜地については、被害を

未然に防止するための必要な対策を国や長野県と協力して取り組みます。また、気象情報の早
期把握と町民への迅速な情報提供体制を強化し、警戒避難体制の充実を図ります。さらに、地
域住民と連携した防災・減災活動を推進し、共助の精神に基づく災害に強い地域づくりを目指
します。

（５）住民防災力の向上
町民を対象とした防災訓練を定期的に実施し、地域防災力の向上を目指します。災害時の安

全性を向上させるとともに、平常時にも地域コミュニティの活性化を図ります。
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６　脱炭素のまちづくり

【基本的な考え方】
低炭素・循環型社会の構築を図り、持続可能で活力ある国土づくりを推進する観点から、都市

における温室効果ガスの排出削減が求められています。
地球温暖化の進行に伴い、国や長野県では低炭素社会の実現に向けた取組が加速しています。
国は、2050 年までにカーボンニュートラルを達成することを目標に掲げ、地域における脱炭

素社会の実現に向けたロードマップを策定し、再生可能エネルギーの主力電源化などを推進して
います。

長野県においても、「長野県ゼロカーボン戦略」を策定し、森林吸収量を加味した温室効果ガ
ス正味排出量を 2030 年までに 2010 年度比で 60％削減、2050 年度までに 102％削減するこ
とを目指しています。

この戦略では、再生可能エネルギーの利用促進や省エネルギー性能の高い住宅・建築物の普及
など、地域特性を活かした施策が展開されています。

本町では、町と町議会が共同で、令和２（2020）年度に「長野県高森町ゼロカーボンシティ
宣言」を表明しました。これを受け「2050 年カーボンニュートラルアクションプラン」を策定
し、森林吸収量を加味した二酸化炭素実質排出量を 2030 年度までに 2013 年度比で 51％削減、
2050 年度までに 100％削減するという明確な目標を掲げています。この目標を達成するため、
再生可能エネルギーの導入、省エネルギー対策の実施、森林吸収対策などを通じて、地域全体の
温室効果ガス排出量の削減を目指しています。

まちづくりの観点から、コンパクトシティの形成と公共交通の充実を図り、二酸化炭素排出量
の増加を抑制する都市構造への転換を図ります。また、再生可能エネルギーの導入や省エネルギー
対策を強化し、地域のエネルギー自給率の向上と、公共事業においては、グリーンインフラの導
入を検討し、都市の気候適応能力を高めるとともに、自然環境との調和を図ります。

これらの取組を一体的に進めることで、環境負荷を抑制し、持続可能で低炭素なまちづくりを
実現します。

【具体的施策】
（１）集約型都市構造への転換

まちの無秩序な拡大を抑制し、人の移動や物流に伴う二酸化炭素の排出の抑制に寄与します。
また、公共施設や医療・福祉施設、商業施設など生活に必要なサービスが集約され、それら

を効率よく利用できる集約型都市構造への転換を図ります。

（２）公共交通機能の充実
電車や町営バス、乗合タクシーなど公共交通の利便性を向上させ、移動が自家用車から公共

交通へ、さらには集約型都市構造への転換により、徒歩や自転車への転換を促します。バスや
ＪＲの運行頻度や交通網の拡充などの整備と併せ、公共交通利用を推進するための検討を行い
ます。
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（３）省エネルギー性能の高い建築物の普及
ＺＥＢ、ＺＥＨなど高い省エネルギー性能を持つ建物の普及を進めます。断熱性能の向上や、

太陽光発電、ＬＥＤ照明などの導入を促進することにより建物のエネルギー消費を削減し、エ
ネルギー効率の良い環境を実現します。

（４）森林保全
町の５割以上を占める森林は二酸化炭素の吸収源として有効であり、その機能を維持・強化

するために、間伐や木材利用の推進、樹木の更新など適正な管理と乱開発の抑制に努めます。
また、木質バイオマスや小水力発電など、再生可能エネルギーの生産の場としての活用を図

り、地域資源の有効活用を推進します。さらに、森林吸収量の向上を目指し、植樹や育樹、里
山保全活動を通じて、自然環境の保全と温暖化対策を一体的に進めます。


